第１７章　財政
1.大阪府の財政
普通会計
　昭和56年度の普通会計決算額は、歳入総額１兆2778億円、歳出総額１兆2647億円となり前年度に比べて歳入で6.8パーセント、歳出で6.2パーセントの増加となった。 56年度の収支状況をみると、単年度収支は53年度から引き続き45億円の黒字となり累積赤字は28億円と前年（73億円）に比べかなりの改善がみられ、「財政再建計画」に算定されている財政収支計画の累積赤字額80億円を大幅に下回っている。
　しかし府の財政はなお累積赤字を抱え、経常収支比率、公債比率とも依然として高く、財政の硬直化がみられ、加えて社会経済状況が不透明な中にあって、今後とも厳しい財政運営を図ってゆく必要がある。
歳入
　56年度の歳入構造をみると、自主財源の割合は71.0パーセントと55年度（70.8パーセント）をわずかに上回った。これは55年度15.4パーセントと大きく伸びた法人税が56年度は景気の停滞を反影し、6.7パーセントと半分以下の伸びにとどまったためである。
　一方、依存財源は29.0パーセントで55年度より0.2ポイント低下した。地方交付税や公債費の伸びの大きい中で、国庫支出金、地方譲与税などの伸びが平均の伸びを下回っている。
　前年度に比べ増加した主なものは府税7.7パーセント増、地方交付税11.9パーセント増、使用料16.6パーセント増、公債費8.0パーセント増である。
歳出
　歳出決算額を目的別にみると、最も大きな割合を占めているのは教育費（歳出総額の38.1パーセント）で、次いで土木費（同15.2パーセント）、警察費（同12.1パーセント）、公債費（同9.5パーセント）の順となっている。
　55年度と比較して伸びの大きい主なものは公債費が15.8パーセント増で最も高く、次いで教育費（8.1パーセント）、衛生費（7.7パーセント）、民生費（7.1パーセント）などである。
　また、性質別では、人件費、扶助費、公債費などの義務的経費が58.4パーセントを占めている。とくに人件費及び公債費の伸びが大きかったことから、義務的経費の構成比は55年度に比べて２ポイント上昇した。投資的経費については、国の公共事業関係費の抑制や、二色の浜環境整備事業の企業会計への移行などにより55年度に比べ3.1パーセント減少し、構成比も18.0パーセントから16.4パーセントになっている。
2.市町村の財政
　昭和56年度の府下市町村普通会計決算額は歳入が2兆107億円、歳出が１兆9999億円となり、55年度に比べてそれぞれ4.9パーセント、4.8パーセントと昭和32年以来の低い伸びにとどまった。55年度黒字に転じた形式収支は今年度も108億円の黒字であるが、翌年度への繰越財源を差引いた実質収支では、31億円の赤字で、55年度に比べ赤字額は14億円減少し、収支ベースでは財政状況が好転していることを示している。
　また、市町村ごとの実質収支では、赤字団体は15市２町の17団体で、55年度黒字団体であった羽曳野市、岬町が赤字団体に転落し、逆に豊中市、泉南市が黒字に転じたため、全体では55年度と同数となっている。
　財政構造の面では、経常収支比率、公債比率とも55年度よりも高く、財政の硬直化が一段と進行しており、市町村財政は依然厳しい状況にある。
歳入
　歳入決算額を科目別にみると、前年度増加率では地方財政の根源となる市町村税（8761億円）が9.5パーセントと伸びた反面、地方交付税（1453億円）が算定基準の変更等により3.9パーセントの減少となった。また、国庫支出金（3049億円）も投資的経費の減少に伴ない、普通建設事業費充当分か抑制され0.6パーセントとわずかな伸びにとどまった。更に地方債（1653億円）は将来の公債費の増加を考慮して発行を抑制したことにより11.6パーセントの減少となった。
　構成比についてみると、市町村税が43.6パーセントを占め、次いで国庫支出金15.2パーセント、地方債8.2パーセント、諸収入9.3パーセント、地方交付税は7.2パーセントなどとなっている。
歳出
　目的別にその構成比をみると、土木費（4426億円）が、22.1パーセント、民生費（3977億円）が19.9パーセント、教育費（3340億円）が16.7パーセントなどとなっている。
　性質別では、人件費（4867億円）が給与改訂、退職手当の増加により24.3パーセントと前年度より0.9ポイント上昇した。
　普通建設事業費（4471億円）は緊急に必要性のある公共施設の整備が一段落したことから22.4パーセントと2.7ポイント低下した。
　公債費（2204億円）は47年から49年発行分の償還期が56年度に集中したこと等から11.0パーセントとウェイトを高めている。
